
 

 

長井崎中学校区小中一貫校化 

推進委員会たより No.5 
 

日頃より本市の教育行政にご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

今号では、10月に開催した第３回推進委員会での話し合いと、11月に開

催した保護者説明会の様子を中心にお知らせします。 

 

統合案の絞り込みが進んでいます。 
 

10月22日（月）に開催した第３回推

進委員会では、第２回推進委員会で絞り

込まれた「長井崎中学校を小中一貫校化

する統合案」と「静浦小中一貫学校で統

合する案」の２つの案について、「適正規模」「学習・学校生活」「通学」「施設」「その他」

の観点ごと比較した資料をもとに、協議を行いました。（表は、統合案比較表の一部） 

統
合
す
る
と
ど
ん
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学
校
に
な
る
の
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統合時期(最短) 長井崎案：平成33年４月以降 静浦案：平成35年４月以降 

適正規模 

クラス替え可能な規模には届かない 

小学校各学年8～17人(H35推計) 

統合数年後、再び複式学級が発生 

一部クラス替えが可能な規模になる 

小学校各学年22～37人(H35推計) 

統合数年後、全学年単学級になる見込 

学習・学校生活 

地域に即した学習・行事が可能 

スムーズな統合が期待できる 

部活動等の維持が困難 

地域に根ざした学習・行事が減少する 

三浦地区で交流を行うなど準備が必要 

統合当初、部活動等の選択の幅が広がる 

通 学 

徒歩か路線バスか選択可 

（通学援助あり） 

内浦地区は静浦よりも時間が長くなる 

原則路線バス（通学援助あり） 

西浦地区は長井崎よりも距離やバス乗

車時間が長くなる（所要時間は同等） 

施 設 

校舎：築37年 

普通教室が不足する 

部分改修で不足教室を補う 

校舎：築５年 

教室数の不足はない 

統合時期により給食の提供食数が不足 

そ の 他 長井崎地区に学校が残る 長井崎地区から学校がなくなる 

また、３校の校長先生からは、日頃感じている小規模校の問題点、子どもや先生方の負

担･苦労など、学校規模･学校配置の課題としてとらえていることをお話いただきました。 

内 浦 小 

・複式学級の担任にとって、２学年分の教材研究は大きな負担となっている。学年

差や能力差に応じた配慮や指導の困難さについても課題である。 

・学校運営上の事務分掌を多く受け持たざるを得ない教員の負担が大きい。 

西 浦 小 
・来年度、児童数の減少に伴い級外教員がゼロとなる。出張や体調不良等で担任が

不在となる時の授業対応や、校外学習時の安全面確保等に課題がある。 

長井崎中 

・小規模校では免許外担当の問題がある。（⇒非常勤講師で解消している） 

・部活動については、日常的に活動していない部は他校と合同チームを組むことが

できないため、やりたい部活があってもできないといった問題がある。 
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委員からは、静浦になった場合のバスの通学援助制度への質問や、長井崎になった場合の

部分改修への質問や更なる統合に対する意見、統合案が８案から２案に絞られた経緯につい

て保護者説明会で丁寧な説明を行う必要があるといった意見などが出されました。 
  
 
保護者説明会を開催しました。 
 

11月26日（月）に、小中学生及び未就学児の保護者の皆さんを対象とした小中一貫校化

（統合）に関する説明会を、長井崎中体育館を会場に開催し、多くの方にご参加いただきま

した。 

教育委員会から、まず、沼津

市における学校規模・学校配置

の適正化の考え方や長井崎中学

校区の児童生徒数の現状と今後

の推移等について資料を提示し

ながら説明しました。 

次に、「長井崎」と「静浦」

の２つに絞られた統合案の比較

資料（表面と同等）を示しなが

ら、統合したらどのような学校

になるか、どのような課題があ

るかなどを説明しました。 

保護者の皆さんからは、｢静浦小中一貫学校での成果や課題にはどのようなことがあるか｣

｢長井崎で統合した場合、その後児童生徒数が減少しても再統合はせずに存続できないのか｣

｢静浦では長距離のバス通学が不安である｣といったご質問やご意見等をいただきました。 

今後の取り組みについて 
 

今後は、11月末から12月上旬に小中学生及び未就学児童の保護者を対象として実施した

統合案に対する意識調査の結果を踏まえ、推進委員会において統合方針について協議を行い

ます。今年度末には教育委員会において統合方針の決定を行い、公表する予定です。 
  

 意識調査アンケートへご協力いただいた保護者の皆さま、ありがとうございました。

調査結果については次号でお知らせします。 


